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最適な調査領域の数理的分析
辻　　　正　　雄
1．はじめに
　経営管理における例外管理の原則は，組織の隈られた経営資源を有効に配分
することを，その基本的な理念とするものであろう。経営管理老は，この原剣
に従って，経営管理業績に重要淀影響を及ぼすような例外的な事項に特別な注
意を払い，頻発する重要性の低いことがらは，ルーチンとして処理する，とい
う方式をとり，資源を有効に配分しようとする。しかし，この原貝聰がオペレー
ショナルなものであるためには，何をもって例外的事項と判断するか，という
基準を経営管理者が持っていな序れぱならない。ω
　コソト胃一ルの過程では，計画あるいは標準と実績とを比較し，差異の犬き
いものを例外的事項と半噺する方法が，一般的に採用されている。その最も典
型的なケースは，伝統的な差異分析と差異の調査決定に見いだされる。この場
合，標準と実績との差異の大小が，管理業績へ及ぽす影響の大小を表わしてい
ることが，暗黙に仮定されている。そこでプロセスを調査すべきか否かの決定
は，差異が管理限界として事前に定められたクリティカルな値を上回っている
ときは調査を実施し，下回っているときにはプロセスをそのままの状態で継続
させる，という方式に従うことになる。換言すれば，管理限界内の差異は，調
査を必要としない領域を，管理隈界外の差異は，特別の注意を必要とする調査
領域を，それぞれ示している。
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　もしも調査決定がこのように定型的な意思決定となるならば，例外管理の原
則に基づくコントロールの適否は，すべて管理限界の設定に委ねられてしま
う。それでは，管理隈界あるいは調査必要領域は，どのように決定されるべき
であろうか。伝統的には，統計学的な根拠に基づく決定方法にしろ，経済的な
合理性の基準を満足させる方法にしろ，不利な差異のある値をもって管理限界
と定め，それを超遇する不利液差異の領域を，調査必要な領域としてきた。〔2〕
最近における研究もまた，このような調査領域の決定を支持している。しかし，
このような調査領域が，最適なものとして，どの程度の一般性を有するもので
あるかは，未解決な問題である。そこで本論文は，これまでの調査領域の決定
モデルを分析することにより，それらの調査領域がどのような状況において妥
当するものであるかを示し，伝統的な例外管理に基づく方法が，必ずしも最適
とはならないことを明らかにしたい。
2．　工一ジェンシー関係における調査領域の決定
2，1予算基準調査契約
　ある経済的な決定状況において，予算がモチベーションの効果をもたらすた
めに，いかに使われるべきか，を探究した論文の中で，De㎜ski　and　Feltham
〔1978〕は，予算差異の条件付調査（conditiona1investigatiOn）決定について
検討を加えている。彼等の関心は，業績が従業員の行動結果である観測可能な
ことがらによって表わされるとき，従業負の報酬（cOmpensatm）倒が，少た
くとも部分的に，笑績と予算との関係に依存して決まる予算基準契約（budget－
based　contract）の設定にある。従って，そこでの調査は，結果の原困を事後
的に調査して，従業員の努力水準あるいはシステムの状態を観測することであ
る。彼等は，結果κがある標準禿以下であるときにのみ調査するという例外
管理の政策と，実際の努力水準αと標準の努力水準∂とを比較して賃金を支
払う政策とを組み合わせ，予算基準条件付調査契約（budget－basedcondi一
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tiOna1inVeStigatiOn　COntraCt）を，次のように定義する。
”≧禿のときム（κ）≡31
α㌧のl1舳一／1ぷ：：lll：1
ここで，31は高い所得を，B望は低い所得を表わす。結果κは，従業員の努
力水準α，提供された資本σ，労働技能タイプ尻，および不確実な状態∫との
関数として，κ…（∫，α，σ，ゐ）と定義される。資本の所有老からある一定の資本
を提供され，ある一定の技能を持つ従業員の活動する状況において，この結果
関数は，従業員の行動と自然の状態とから結果が決まる，きわめて標準的なも
のである。
　こうした決定状況においてDemski　and　Felthamが導いたひとつの結論は，
正の調査費用が十分に小さいという条件の下で，もしも所有者がリスク中立的
であり，従業員がリスク回避的であるとき，線型の利益分配関数を基準とする
契約よりも，パレート優位注予算基準条件付調査契約が存在する，ということ
である。この結論は，（1）の定義から分かるように，不利な業績の範囲を調査領
域とすることが，調査の情報コストがあまり大きくないならば，調査を伴わ抵
い線型のイソセンティブ契約よりも，所有老と従業員の両着にとって望ましい
ことを意味している。しかし，この結論が結果関数，リスクに対する人々の態
度，および情報コストの大きさに関する一定の仮定の下で導き出されたことを，
われわれは見逃してはならないであろう。
2．2条件付監査の調査領域
　Townsend〔1979〕の研究に依拠して，Evans〔1980〕は，なぜ業績が悪い
ときにのみ調査や監査が実施されるのかについて，理論的な説明を与えること
を試みた。彼の分析目的は，利害の異なるプリソシパル（ア）と工一ジェソト
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（λ）が存在し，｛4】前者が業績結果と後老のインブヅトを直接観測できないとき，
これらの変数を明らかにする調査あるいは監査の最適な領域について概念的な
特性を示すことにあった。
　λの決定変数αと外生的な状態変数θの関数として，利得πは，すべて
のαおよびθに関して∂刃∂α＜Oとなる仁X（α，θ）で与えられる。＝5］λ
は，状態が生起する前に行動を選択しなければならない。その行動αを選択
するλは，πを観測することができるけれども，Pは，αと北のいずれを
も直接観測することができたい。しかし，ある一定の費用∈で，（κ，α）の正確
な値を明らかにする調査を利用することは可能である。調査にある一定の費用
が掛かるため，両老は，ある隈られた状況においてのみ，すなわちある（κ，α）
の組合せについてのみ調査を実施すべきであることに合意する。そこで，この
r条件付監査」の調査領域がどこになるカ㍉という問題が生じる。
　リスク中立的であると仮定されるPは，λとの取引からある（最小の）期
待利得を要求する。五の効用関数を知っているPのこの期待利得は，λは
λの期待効用を最大にする行動を選択する，という行動の基準を前提にして
計算される。λは，リスクおよび仕事に対して回避的であり，消費および生
産活動に分離可能た効用関数σλ（α，α）…γ五（α）一∬（α）を持つ，と仮定さ
れる。咋（α）の導関数に関する制約γ”〉0，砕”＜0は，λの効用が，消
費αと共に逓減的に増大することを示し，∬’〉Oの制約は，λの効用が，
彼の努力水準αの増加に対して減少することを表わしている。
　利得が実現した後に，λはPに対して，（恐らくは負である）g（・）を移転
（tranSfer）する。この移転は，両者にとって既知である変数のみによって決
定されることが望ましい。そこで，もしも調査が実施されるならば，移転は，
κとαとに依存して決定されるが，実施されないときには，κ，αおよびθか
らは独立な定数となる。このような区分された敢り決めが必要となるのは，そ
うすることが自己の利益になるたらば，λは何も知らないPに虚偽の報告を
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する，というλの行動様式を前提にしているからである。
　以上の枠組みのなかで，λの調査すべきか否かの決定は，調査を実施すると
きの（π，α）に基づく移転と，実施Lないときの定数である移転とを，自己の
利益の観点から比較することによって下される。ここでEvansの書己号法に従
い，sを実際の調査領域とし，yをその補集合としよう。”が実現した後，
（κ，α）∈sが成立するとき，λは幽（κ，α）をPへ移転し，■は調査の結果
から（κ，α）を検証する。しかし，もしも（κ，α）∈s1であれば，アは（κ，α）
を知ることができず，λはPに定数9・・を移転する。従って，調査が選択
されるためには，次式が成立しなげればならない。
（2）卜98（∬，α）叫＞尤一98・
　ところでEvansの主たる関心は，1〕とλが事前に締結する調査領域を含
む最適な契約について，その特性を明らかにすることであった。片λ間のあ
る契約∫りこは，調査領域に関する分割（∫，s’）の他に，グ豊（κ，α）とダs・，
およびλの最適行動がが含まれる。従って，契約の明細は，記号［r，（s，
S’），グ∫（π，α），ダ8・，がコによって規定される。E▽ansは，行動がが与えら
れたときの利得πは，区問［α，βコで分布するものと仮定する。κの値が，こ
の区間における下隈αから連続したある区閻に入るような利得一行動空間の
領域を，彼は下位の調査領域と呼び，s＝（κ，0）：αくκ〈δ，δ≦βと記号表示す
る。Evansの導いた結論は，（1）最適な調査契約が，下位の調査領域を含むも
のであり，（2）調査領域の基準に基づいて移転を区分する契約が，パレート最適
であるという2点である。
　このEYansの結論は，第1に，Pがリスク中皿的であるのに対して，λが
リスク回避的であるとするリスクに対する両老の態度におげる相違から生じる
リスク分担に依存している。第2に，前述のDemski　and　Fe1thamにおげる
よりもより一般的た決定問題とLて記述されているが，調査領域の対象とたる
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結果は，彼等と同様に，単］の決定変数と単一の状態変数によって決定されて
いる。第3に，彼等のモデルについても共通に指摘される特徴であるが，調査
の目的が，利益の分担あるいは報酬の決定のための情報提供にあり，ブロセス
のパフォーマンスを改善するために修正措置の必要性を知らせることにあるの
ではない。もちろん，調査の本来的な目的は，後者の方にあり，調査という言
葉が，異なるコンテクストにおいて使われていることも認識されるべきであろ
う。
2．3非協カゲームにおける調査
　Baiman　and　Demski〔1980〕は，前述のEvansと同様にエージェンシー
理論のフレームワークを使ってはいるが，彼とは異なる定式化の下で，調査領
域に関する類似の結果を示している。企業の業績評価と管理システムの最適な
設計のための情報の役割を分析するなかで，彼等は，ある特定クラスのプリン
シバルー工一ジェソト問題について最適な調査領域を導出している。その基本
的なモデルは，以下で検討されるように，単一期間にある生産的行動α∈Aを
実行する一人の工一ジェントと，現金フローである結果κ∈Xから，行動の
対価として彼にある金額2を支払い，残余κ一2を消費する一人のプリンシパ
ルから構成されている。自然の状態を8∈8とすると，πは，この8と行動α
の関数κ呈カ（5，α）で与えられる。
　プリンシバルと工一ジェソトでは，富やリスクに対する態度の違いから，異
なる効用関数を持つことが仮定されている。前者は，弱い意味でリスク回避的
であり，2回連続して徴分可能な効用関数G（κ一2）を持ち，α（・）＞O，G”（・）
≦Oが成立するものと仮定される。それに対して，後者は，強い意味でリスク
および仕事に回避的であり，2回連続して徴分可能である（分離可能な）効用
関数F（2）一γ（α）を持ち，”（・）＞0，ア”（・）〈O，γ’（・）〉0が成立するもの
と仮定され飢しかL・両著は・決定間題の穣造（G（・），F（・）一17（・），∫，λ，
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力（・））に対して共通の知識を持ち，共にκのみを観測し，不確実なsに対し
て確率測度φ（∫）で表わされる共通の確率判断を有するものと仮定される。
　工一ジェントヘの支払い2を規定するインセ：■ティブ関数は，両者が共通に
観測するκのみをその独立変数として，∫：x→［多，幻⊆児と表わされる。両
老の活動は，（1）契約の締結，（2）工一ジェ1■トによる行動選択，（3）両老による結
果の観測，（4）支払い，という順序で遂行される。Baiman　and　Demskiモデ
ルの特徴は，この一連の活動を、プリンシバルと工一ジェントによる非協カゲ
ームと理解している点である。そこで，プリンシパルの立場からこのゲームを
設計すると，間題は，次のプログラムとして定武化される。
・（・1～・）一、（濫、コ／・⑫一㈹舳幽
蜆∈λ
（・）制約条件：1・（・⑰））伽）・κ一γ（α）・1・
　　　　　　　lF（∫（め）〃1α）∂κ一γ（α）一q
ここで，行動αを所与とするκの条件付確率∫（北1α）は，αに関Lて2回
連続して徴分可能であり，ある禿については強い意味で不等号となる不等武
1伽、。、幽州α）・κ・・が成立することが仮定さ帆ただい（州む
∂グ（κ1α）伽を示している。第／の制約条件は，締繕される雇用契約が，工一
ジェソトを雇用するためには，少なくとも代替的な雇用機会から期待される効
用水準θ＊を，彼に保証しなければたらないことを要求している。第2式は，
インセンティブの整合性を要求する制約条件であり，工一ジェントの行動に関
する第一次最適性の条件として表わされている。
　Baiman　and　Demskiは，この基本モデルに調査決定行動を組み込むこと
によりモデルの拡張を図り，調査決定モデルとして定式化する。工一ジェント
の報酬の査定基準となるデータとして，両者にとって観測可能た洲こ，一定の
費用Kで実施される調査から得られるツ∈γが加えられる。そこで調査が実
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施されるとき，工一ジェソトの報酬関数は，∫：XXr→［ク・幻と表わされ・
2回連続して徴分可能である∬とツの同時確率測度は，ゐ（み刈α）と書かれ
るものとする。
　こうした拡張により，活動の順序は，（1）契約の締結，（2）工一ジェソトの行動
選択，（3）両者による結果の観測，（4）プリンシパルによる条件付調査の決定，（5）
支払い，となる。（1）の契約には，1：X→［ク，珂⊆凧1：Xxγ→［五，列⊆児，
α：X→［O，1コの規定が含まれる。ここで，1（κ）は，調査が実施されないでπ
のみが観測されたときの工一ジェソトヘの支払いを，1（κ，ツ）は，πの値が引
き金となって実施された調査からツが観測されたときの工一ジェソトヘの支
払いを，そしてα（κ）は，κが観測されたとき調査が実施される条件付確率を・
それぞれ表わしている。この拡張された調査決定モデルと呼ばれるそデノレは，
基本モデルと同様にプリ1■シパルの立場から，以下のブログラムとして定式化
される。
　　　E（Gμ・淋，／＊＊＊，α＊＊＊，α＊淋）
　　　　　一、、工、，、牒区刃∬1α（榊仇ツ）一・）
　　　　　　　四（”）∈［0，　1］
　　　　　　　　”∈A
　　　　　　＋（1＋α（力））（；（”一1（κ））コゐ（κ，ツ1α）∂κ勿
（4）制約条件：
∬1α（κ）凧∫（払ツ））・（・一α（κ））凧・（力））1肌ル）伽∂ツ
一γ（α）；≧θ榊＊
∬［α（κ）凧1（払ツ））・（・一α（κ））・（・（π））1脇ツ肋勿
一y1（α）＝O．
　管理隈界に基づく調査決定の政策を工一ジェンシーのフレームワークのなか
で評価するために，Baiman　and　Demskiは，上述されたゲームのNash均
衡解が、管理隈界についてどのように規定するかを分析する。調査は，期待さ
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れる便益が費用を上回るときにのみ実施されるべきであるから，リスク中立的
なブリソシパルを仮定すると，次の不等式が成立しなげればならない。
（・）・（め一1［・（1）イ（払1）・（1・嚇）／肌ツ）一・（・（め）ll
　　　　　・（・）勿・ψ（・）勿一・⑫）・
ここで，λとμは，制約条件式に関する乗数である。この不等式と管理隈界
の政策とを結び付けるために，彼等は，さらにいくつかの仮定を加えてい私
例えば，ガ（2）は，次式で与えられるHARA族のメンバーであるとする。
（・）榊一（1テγ）（1讐、・1γ
ただし，
胤帆（1竺、・1）・α1刈とき1一・
このような特殊なエージェソシー関係において，彼等は，Nash均衡解が管理
限界の政策を示すことを証明している。すなわち，トリビアルでない調査領域
が最適となるように，調査費用Kが十分に小さいものとするとき，最適な調
査戦略は，次のようにたる。
　（i）γ＜1／2あるいはγ＞1であれぼ，ガく£のときにのみ調査する。
　（ii）1／2＜γ＜1であれば，κ≧禿のときにのみ調査する。
　（iii）γ＝1／2であれば，茄からは独立である。
　Baiman　and　Demskiの結論で興味深い点は，管理隈界の政策と工一ジェン
トのリスク許容度との聞の関連性に関する指摘である。調査の技術は不完全な
ものであるので，調査からは不確実なシグナルッが提供される。このシグナ
ノレッに依存して決まる報酬は，従って，工一ジェソトにとって不確実なもの
になる。そのため，プリンツパルの調査決定を，エージェントはもう1つのチ
ャ：ノスくじ（lOttery）と解釈する。従って，（i）にあるように，リスク回避的
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な工一ジェントは，より大きな”を選好し，調査の底いことを望むことにな
る。企業の成果κは工一ジェントの努力と正の関係にあり，プリソシパルは，
より大きなκの達成へ努力する工一ジェントを歓迎するであろう。そのため，
欠がある麦よりも小さくなったときにのみ調査することが，プリンシバルにと
っても最適となる。しかL，もしもユージェントが（ii）におけるようにリス
ク許容的であるならば，彼のリスク態度を利用する方が，より効率的な契約と
なる。実務において一般に実践されているのは，（i）の政策である。そこで，
リスクに対Lて許容的であるのは，工一ジェントではたく，プリンシパルの立
場にいる老であることを考えると，（ii）の政策はきわめて例外的でしかない。
　最適な調査領域に関するBaiman　and　Demskiの結論は，モデノレの定式化
および解の導出の際に設定された多くの厳しい仮定から生み出されたものであ
り，一般性を主張することには無理がある。しかし，その結論が，仮定を緩和
Lていくときにどこまで妥当するものかを検討することは，きわめて興味深い
問題であろう。彼等の結論とは矛盾するぽ1≦κ≦グのときに調査する」政策
は，彼等の主張するように，彼等のモデルにおいては決して最適なものとはな
らないであろう。〔6〕しかし，次に検討されるように，彼等と異なるモデルの定
式化によっては，そのような政策も最適なものとなりうる。
3．原価差異の調査領域
　前節で検討してきた研究は，差異調査の決定を直接に分析の対象とするもの
ではたかったが，そこでの結果は差異調査の決定にも妥当することが，しばし
ぼ示唆されていた。しかし，そうした主張を受け入れる前に，その結論を導い
た仮定を含む問題の状況が，差異調査決定の状況にも当てはまるものなのかを，
われわれは検討しなければならない。そこで、本節は、近年数多くの精激なモ
デルが展開されてきた原価差異の調査決定を直接対象として，最適な調査領域
について分析を進めることにする。原価差異の調査決定に関するすべてのモデ
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ルがそうであるように，ここでの分析でも，工一ジェンシー関係に見られるよ
うなイソセソティブ・システムの問題は考慮されない。その意味では，原価プ
ロセスに係わる人々は，チームの関係にあることが仮定されている，とも言う
ことができる。例
　原価差異の調査決定モデルが前節のモデルと著しく相異している点は，前者
ではシステムが有隈ないくつか複数の状態をとる，と仮定されていることであ
る。そのため一般的に，結果が観測されても，システムがどの状態にあるのか
は，直ちに分るわけではない。ある結果が，複数の状態において起こりうるか
らである。典型的には，原価プロセスは，良好な管理内3・（in－COntrOI）と不
良な管理外S。（out－0f－contro1）との2つのシステム状態をとるものと考えら
れている。〔8〕前節のモデルではいずれも，観測される結果πが，行動αと自
然の状態8との関数として，ある有隈な区聞である値をとることが仮定され
ていた。原価プロセスとの対比で言うたらば，そこでは，ある行動が実行され
たときに実現した結果から，いずれの状態が生起したのかが分ることが一般的
であつた。
　いま原価プロセスは，良好な管理内（｛＝1）か，不良の管理外（仁2）のい
ずれかの状態にあるものとLよう。もLも当期に管理内の状態にあれば，次期
にプロセスは一定の確率（1一めで管理外の状態へと推移する。いったん管理
外の状態になってしまうと，調査と修正措置が実施されない隈り，ブロセスは
その悪化した状態のままで活動を続けなければならたい。このことは，次のマ
ルコフ推移行列に。要約される。
1　　2
（7）l／ζ1了〕
　原価プ肩セスにおける活動から，各期に原価πが発生する。原価報告書を受
け敢った管理者は，ブロセスを調査すべきか否かの意思決定に直面する。プロ
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セスが管理外の状態へ移行してしまったと判断すれば，管理老は自由裁量の固
定的な調査費用∫を支出して，プロセスの不良原因の究明に努めるであろう。
このとき実際に管理外の状態にあるたらば，一定の修正費用Kの支出によ
り，管理内の状態にプロセスを再び戻すことができ，もしも管理内の状態であ
れば，そのままの状懐を維持することができる，と仮定される。それに対し
て，管理者がプロセスを管理内の状態にあると判断すれば，介入せずに残され
た期聞その童ま活動を続けることになろう。プロセスの調査と必要た修正に要
する時間は，業務活動の期間に比べると非常に短かいので，調査および修正を
実施している間のオペレーティ：■グ・コストを無視しても，不都合はないであ
ろう。
　Ditt㎜an　and　Prakash〔1978〕は，実際原価κがある一定の管理隈界を越
えているときにのみ調査を実施する，という管理限界の政策に限定して，最適
な調査領域を求めている。このような管理隈界の政策が必ずしも最適になると
は隈らないことを証明しようとするわれわれは，調査決定の政策を次のように
書くことにする。
　（i）κ⊆xのときに調査する。
　（ii）π⊂x’のときには調査しない。
ここで，Xは調査領域の空聞を，X1はその補集合を・それぞれ表わす。
　実施される調査技術は完全なものであり，プロセスの状態と不良の原因があ
れば常にそれを明らかにする，と仮定しよう。もしも管理内の状態であったと
きに調査が実施されたならば，それは本来不必要なものであり，いわゆる第1
種の遇誤を犯したことになる。それに対して，管理外の状態であったにもかか
わらず必要な調査を実施Lなかったならぼ，第2種の過誤を犯したことにな
る。いま力（力）を，プロセスが状態6（仁1，2）であるときのκの確率密度
関数とする。第2種の遇誤を犯す条件付き確率は，このとき（8）式で定義され
る。
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（・）ハ（文）一レ（肋
同様に，プロセスが管理外にあるときに調査が実施される確率は，（9）式で表わ
される。
（・）・一ハ（文）一1重柳）伽
この管理政策がプロセスに与える効果を，マルコフ行列に表わすならば，以下
のようになろう。
1　　　　　2
⑩l／1．よ（文）ふ〕
原価報告書が提出されたときに，もしプロセスが管理内にあるたらば，管理著
の選択行動に係わりなく，プロセスは次期に確率1で管理内の状態からスター
トできる。しかし，もし管理外の状態にあるならば，この管理政策の実践によ
り，1一ハ（X）の確率で管理内の状態から，ハ（X）の確率で管理外の状態か
ら，プロセスは次期にスタートする。
　プロセスの推移と管理行動とを表わす（7）と⑩のマルコフ行列を結合すると，
Dittman　and　Prakashの定義するr管理下マルコフ遇程」の行列が得られ
る。
⑩1（ζ1－9〕・／1．二（左）ふ〕
　　　　　　　　　　一／1一㍑隻1X）（1㌶X）〕
ここで，gは一定であり，管理政策が安定していることが仮定されるならぱ，
われわれは⑪のマルコフ行列を使い，プロセスの定常状態確率を計算するこ
とができる。いまπ｛（X）を期末におけるプロセスの定常状態確率とすると，
⑪からπ。（X）は，それぞれ以下のようになる。
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　　　π、（文）一1一ハ（ξ）
　　　　　　　1－9ハ（X）　⑫
　　　、，（文）一（1－9）ハ撃）
　　　　　　　　1－9ハ（X）
このπ吾（X）は，原価報告書の示すプロセスの定常状態確率8｛（X）から区
別されねぼならない。確率S｛（X）は，プロセスの推移行列（7）とベクトル
（π・（X），π・（X））から，以下のように計算される。
　　　、1（文）＝9｛1一ハ（孝）｝
　　　　　　　　1－9F2（X）
　⑲
　　　　　・　　　1－9　　　8・（X）＝　　　　。
　　　　　　　1－9ハ（X）
これらの確率から，われわれはgおよびxの変化が及ぼす効果を評価するこ
とができる。予期されたごとく，確率gの増加は，プロセスが管理内にある
確率を増犬させる。また，調査領域が拡大Lて調査を実施する確率が増加する
と，プロセスが管理内にある確率は高くなる。
　調査の決定に関連ある費用項目は，次の3つであろう。
　（i）期間当り期待オペレーティソグ・コスト，Co（X）
　（ii）期聞当り期待調査費用，C1（X）
　（iii）期間当り期待修正費用，C亙（X）
第1に，プロセスの業務活動からの期待オペレーティング・コストは，次式で
与えられる。
　⑭Co（X）≡μ・5・（X）十μ∫・（X）
　　　　　　＝μ一π・（X）94
ここで，μ≡亙（πぽ）　　6＝1，2
　　　4≡μトμ1
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第2に，調査は北⊆Xの事象が生起したときに実施されるので，そのときの確
率を計算して，期待調査費用は，蝸武となる。
　⑮　C1（X）＝｛1－F1（X）｝51（X）1＋｛1－F2（X）｝82（X）∫
　　　　　　＝π・（X）｛1一ψ・（X）｝1
第3に，修正費用は，調査からプロセスが管理外の状態にあることが判明した
ときに発生する。従って，期待惨正費用は，⑲式で与えられる。
　⑯　Cx（X）＝π1（X）（1－g）K
　管理政策が実行されるプロセスの総期待費用は，以上3項目の合計として⑰
式で計算される。
　（功C（X）＝C・（X）十C・（X）十CK（X）
　　　　　　＝μ2＋π1（X）｛（1－9）K＋1－94－91F1（X）｝
∂Co（・）ノ∂g＜O，∂C1（・）／∂g＜O，∂C五（・）ノ∂gく0が成立するので，確率gの増加
は，各期待費用の項目を減少させ，従って総期待費用を低める。調査領域空
聞Xにおける変化の効果を評緬するには，この変化が調査の実施される確率
にどのような影響を及ぼすかを明らかにLなければならない。ハ（X）≡1一
1〆肋と定義されたことを患い起こすと・文の減少は・ハ（文）の増加を
もたらすことが分かる。条件
⑱∂π・（琴）一一（1一。）｛1一幽（文）｝＜O
　　　∂ハ（x）
が成立するので，ハ（x）の増加は，プロセスが管理内にある確率を減少させ
る。かくして，xの減少は，期待オペレーティング・コストを増加させるが，
調査および修正の期待費用を減少させることになり，Xの増加はその逆の作
用をもたらす。
　管理政策の目標が，期待総費用を最小化することにあるものとしよう。この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　809
48
目標にとって最適な調査領域は，はたして伝統的た管理隈界が与える領域であ
ろうか。伝統的な政策は，観測されたオベレーティソグ・コストκがある一
定の管理隈界幼を越えたときに，プロセスを調査する方式である。そこで，
この政策における調査領域は，次式で定義される。
　⑫　xr≡｛刈尤＞伽｝＝9］
これに対する代替案は，κがある区間［灼，娩コに入るときにプ胃セスを調査す
る政策であろう。この政策における調査領域は，次式で表わされる。
　⑳　X∫≡｛刈娩くκ＜狛｝
　2つの管理政策を比較するとき，最も興味深い一般的なケースは，ある観測
されたがについて力（が）＞Oおよび力（が）＞Oが成立し，かつまた調査領
域を示す値について娩＜幼＜娩が成立するようた場合であろう。第1図は，
このようなケースを分析する際の手助けとなろう。
　いま，第1図において，以下のように記号を定義する。
　　αド1＝。。力㈱；G・一1：：ル）伽0・1弍：力（κ）伽
⑳
　　0・・寸。。力（批；0炉1：：力（批；0・・一1；：力（批
⑳の言己号を使って，調査領域Xrが選択されたときのπ・（X・）は，次式のよ
うに書き換えられる。
凸（工〕　　　　　　　　　　あ（工〕
　μ1　　　　坑　　　工o均　　　　μ
第1図　2っの状態の確率分布
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49
　　　　　＾　　　　　　　　1一（0雪1＋α2）　㈲　π1（Xτ）＝・π1（蜘）：
　　　　　　　　　　　　　1－9（α1＋02里）
同様にして，調査領域X■が選択されたときに，π。（X）は㈲式となる。
　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　〇22＋G蝸　⑳π・（X・）＝π・（狛，娩）≡
　　　　　　　　　　　　　　1一多（1－022－G23）
両者の差を計算すると，次武’に示されるように，G。。十2G。。十G。。一1のとる符
号によって正および負となる。
　鋤4π・≡π・（κ・，娩）一π・（幼）
　　　　　＿　　　　（1＿g）（021＋26≡22＋023＿1）
　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≧O　　　　　　｛1－g（1一α2一α3）｝｛1－9（α1＋02，）｝
　両方の管理政策におげる期待総費用を比較可能なものにするため，再び⑳
の記号を使ってC（X）を書き換えると，次式が得られる。
　　　　　’　　　　　　1一（G21＋022）　鯛　C（Xτ）：μ2＋　　　　　　　　　　｛（1＿g）K＋∫＿g1μ＿g1’（G11＋α2）｝
　　　　　　　　　　1－9（G21÷G里2）
　　　　　’　　　　　　　　　G湖十G鴉⑳C（X・）二μ・十・一。（。一G毘雪一0，雪）｛（1一・）K・1一幽一・1（1－G・・一G・・）1
そこで，C（X■）とC（Xτ）の大小関係を比較すると，以下に示されるように，
一般的た判別を与えることはできたい。
鋤C（X・）一C（X・）＝｛（G・・十2G・・十0・・一1）㎏4＋（1－9）∫コ
　　　　　　　　　　　　　十9（G舶十G23）［（0i毘十013）｛1－g（θ21＋G22）｝
　　　　　　　　　　　　　　∫一（1－9）（G・・十0・至）K－1コ
　　　　　　　　　　　　　十（1一α1一α2）㎏2（G11＋G12）（G22＋α3）
　　　　　　　　　　　　　　1一（1－g）｛1－9（0皇・十G・王）Kコ｝
　　　　　　　　　　　　／｛1－g（1－0湘一G23）｝｛1－9（G毘1＋（；加）｝≧0
例えば，もしも調査費用Kが非常に大きた値をとれば，助式は負となり，
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XrよりもX。を採用した方が，少ない期待総費用をもたらす。管理政策の定
義から明らかなように，X・よりもX・と調査領域を規定した方が，一般に修
正行動のとられる確率はより大きくなる。従って，大きなKのために生じる
期待修正費用における差が，そのまま期待総費用の差とたって現われることも
あろう。
　完全な管理政策は，ブロセスが管理内の状態の，ときにそのまま活動を続け，
管理外の状態のときに調査と修正行動を実施することである。しかし，調査を
実施せずにプロセスの状態を確定することができないことから，この調査決定
の間題が生じている。一般に，原価報告書が小さなκを示すときには，管理内
である確率が高く，大きなκを示すときには，管理外である確率が高くなる。
どちらとも判別しにくいのは，その中間の値をκがとるときであろう。従って，
こうした中問の領域を調査することは，管理限界に基づく調査におけるよりも，
管理者により大きな情報量を与えることになろう。このより大きな情報量が・
より犬きな情報価値に結び付くかは，確率分布だけの間題ではなく，関連した
すべてのバラメータに依存している。
　以上の分析から，原価差異の調査決定において，伝統的な管理隈界を基準と
する管理政策は，必ずしも望ましいものとは限らないことが証明された。一般
に，最適な調査領域は，ブロセス状態の定義，確率分布の形，費用バラメータ
等に依存して決定されることになろう。
4．　結　　　び
　例外管理の原則は，組織における限られた資源を効率的に配分することを目
的に生まれた経営管理の知恵である。この原則が本来の目的を達成するように
適用されるためには，何をもって例外的事項と判断するかの基準が適切に定め
られねばたらたい。経験と勘に頼よる方法にしろ，精綴な数理モデルに基づく
方法にしろ，伝統的な見解は，’ある管理限界を定め，システムのパフォーマソ
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スがその隈界を越えて悪化したときに例外的事項と判断し，調査を実施して必
要な修正措置をとる，という立場であった。しかL，調査自体は，惨正措置を
とるための前提であっても，パフォーマンスを改善しうるわけでは杜い。また，
調査を実施したが，原因の究明が不可能であるようた場合も起こりうる。シス
テムのパフォーマンスが極端に悪くなってしまってからでは，改善に手後れで
あり，軽症のうちに原因を発見Lた方がよいこともあろう。さらに，極端に悪
いバフォーマンスを示Lているときには，修正措置を必要とする確率はかなり
高いと判断される。しかし，それ程に・悪くはないときには，それがランダムな
変動によるものなのか，それとも不良な原因があってのことなのか，を判別す
ることは容易でない。そこで，このような事態のときに調査を最も必要とする
ようなこともあるので，伝統的な管理隈界に基づき業績が非常に悪いときにの
み調査をする政策は，必ずしも最適なものではないことを，この論文は明らか
にした。
　われわれの命題が否定的な記述であるため，その証明には，ひとつの反証を
示すだけで十分である。原価差異の調査決定の分野で広く受け入れられている
数理モデルを利用して，われわれは，最適な調査領域が，必ずしも伝統的た管
理隈界で定められた低い業績を示す領域とは隈らないことを証明した。毛の過
程で，伝統的な見解を支持するモデルの構造や仮定が，原価差異の調査決定モ
デルのそれらと，どのように異なっているかも明らかにされた。しかし，前老
におけるモデルが，工一ジェソシー理論のフレームワークのなかで伝統的な見
解を支持する結論を導くとき，プリソシバルと工一ジェソトのリスクに対する
態度の相異にも依存している点について，この論文では十分な検討が加えられ
ていない。両者の多様なリスクの態度を考慮するとき，最適な調査領域がどの
ように変化するかを明らかにする分析は，興味深い未解決な間題である。
注（1）例外管理の原貝uに基づく情報ツステムの数理的分析については，Tsuji〔1980〕を
　　参照されたい。
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（2）原価蓬異の調査決定に関するサーベイ論文として，Kaplan〔1975〕があり，辻
　〔1981〕に紹介されている。
（3）報酬（cOmpensation）には，賃金，ストック・オブシ旦ソ，クラブ会員権等の
　勉に，広義に解釈するならば，仕事の繕神駒満足，威信，誇り等も含まれる。
（4〕工一ジェソシーの経済理論については，Ross〔1973〕，Jensen　and　Meckling
〔1976〕および伊丹〔1978〕を参照されたい。
（5）本論文では，不都合のない限り原著著の記号法をそのまま利用Lているため，全
　体を通じて記号の統一化が図られていない。
（6）Baim…㎜and　Demskiに対するコメソトとして，Ho1㎜str6m〔1980〕は，彼等
　の調査領域が分布の端部になる理歯を，彼等のげ匝（・）げ（・）は，尤に関して非減少
　である」という仮定に起因する，　ことを指摘する。すなわち，んノ∫が増カロするこ
　とを前提にする隈り，最適からの最大の偏差は，端部において起こるので，最大の
　費用節約が，端部の調査から期待されることは当然であると説明する。
（7）チームの経済理論については，Ma困chakandRadner〔1972〕，Feltha㎜〔1972〕
　およびDemski〔1980〕を参照されたい鉋
（8）　もちろん，管理内および管理外の程度に合わせて，状態の数を増やすことも可能
　である。Ross〔1971〕を参照されたい。
（g）Dittman　and　Prakash〔1978〕は，この管理隈界の政策について検討し，ある灸
　件の下で最適となる管理限界蜘＊の条件式を導いている。
　　　（1＿g）乃（πo＊）｛（1＿g）K＋1’＿gψ＿g1F1（幼＊）｝
　　　　　十9炊（蜘＊）｛1一ハ里（幼幸）｝｛1一ψ・（蜘申）ト0
　Tsu5i〔1977〕および辻〔1978〕は，プロセスの2つの状態を仮定せずに、実際原
　緬が連続確率分布に従うとき，最適な管理隈界を明示的な形で導出している。
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